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１．はじめに
2005（平成 17）年に新たな教諭制度として栄養教
諭制度が創設された。栄養教諭は、小学校、中学校、
特別支援学校の小学部および中学部に配置され、そ
の職務は「児童の栄養指導及び管理をつかさどる」??
ことである。また同年、食をめぐるさまざまな問題
に対処するために、食育基本法が制定された。同法
では食育の位置づけを「生きる上での基本であって、
知育、徳育及び体育の基礎となるべきもの」とし、
「様々な経験を通じて『食』に関する知識と『食』
を選択する力を習得し、健全な食生活を実践できる
人間を育てる食育を推進することが求められてい
る」としている。これに基づいて、2006（平成 18）
年度から 2010（平成 22）年度までの 5年間を対象に
食育推進基本計画が作成された。「食育に関心を持っ
ている国民の割合 90％」「メタボリックシンドロー
ムを認知している国民の割合 80％」等、具体的な目
標値を掲げ、食育は国民運動として推進されている。
栄養教諭制度創設から 5年目を迎えた 2009（平成
21）年度は、47都道府県や国立大学法人附属学校に
おいて 2,710名の栄養教諭が配置されている??。文部
科学省では栄養教諭の食に関する教育指導に資する
よう、家庭科をはじめとする各教科や特別活動、総
合的な学習の時間等における食に関する指導におい
て使用する学習教材を、作成・提示し、その活用を
促している??。また、（社)全国学校栄養士協議会栄養
教諭期成会は『自主研修で演習した指導案』中学校
編と小学校編をそれぞれ編集し、中学校技術・家庭
（家庭分野）や小学校家庭科の指導案を多数掲載
し??、大規模な研修を行っている。栄養教諭制度とい
う長年の悲願を実らせた（社)学校栄養士協議会等
も、学校における食に関する教育に積極的に取り組
んでいる。
一方、家庭科教育は従前より学校教育のなかで、
食に関する教育を中心的に担ってきた。それゆえ、
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栄養教諭制度に対して、家庭科教育関係者は制度発
足当初よりいくつかの懸念を抱き、国や関係部署等
に対し、さまざまな意見や要望を表明してきた??。例
えば、2003（平成 15）年 10月に日本家庭科教育学会
は、栄養教諭制度の創設を検討していた中央教育審
議会に要望書を提出した。その概要は、たとえ栄養
教諭制度が創設されても、（1）その役割は食教育を
担う家庭科や保健体育科等の補完的なものであるこ
と（2）家庭科教育における食に関する教育が効果を
あげていないと判断するのであれば、改善しなけれ
ばならないのは家庭科にあてる時間数を増やすこと
であること（3）栄養教諭の役割の第一は学校給食を
中心とした食教育や個別指導に独自性があり、教科
で行う教育との棲み分けと連携が必要であること等
である??。これらの要望は、中央教育審議会および国
会での審議経過で話題となりながらも真剣に検討さ
れないまま栄養教諭制度は創設され、教育界に多く
の不透明感と唐突感を残した??。家庭科教育関係者
は「栄養教諭の創設および食育基本法においても、
食に関する教育を、唯一、一貫して正面に据えて取
り組んできた家庭科教育を、ほぼ無視して論じられ
ている」??ことに戸惑いを感じてきたのである。
こういった複雑な思いは学校現場の家庭科教諭も
同様である。尾崎氏他が行った家庭科教諭の栄養教
諭制度に対する意識調査からは、約半数は同制度を
好意的に受け止め積極的に評価していたけれども、
20％は「共通する内容も多く、基本的には家庭科教
諭の範囲だ」「家庭科でも時間が与えられればできる
内容だ」「死活問題になる」「家庭科の専門性を損な
わないようにしてほしい」等否定的な意見を持って
いることが明らかにされている??。
ところで 2008（平成 20）年度に告示された新学習
指導要領は、食に関する教育・授業を明確に学校教
育に位置づけた。家庭科においても、小学校学習指
導要領の「第 3 指導計画の作成と内容の取扱い」の
2の（1）ウに、また中学校学習指導要領の「第 2 各
分野の目標及び内容」の「家庭分野」3の（2）エに
「食に関する指導については、家庭科の特質に応じ
て、食育の充実に資するよう配慮すること」???が加
えられ、より一層の食にかかわる指導の充実が求め
られている???。一方、栄養教諭の配置は義務とはされ
なかったため、配置状況には地域による偏りが生じ、
栄養教諭の指導内容に全国的な格差が生じる恐れが
ある。それゆえに家庭科教諭が中核となって、栄養
教諭とともに食育の充実を目ざすことが肝要と思わ
れる。
そこで、本研究は食育の充実のために、いかに家
庭科教諭と栄養教諭の連携が行われるべきかを具体
的に考察することを目的する。研究の第一段階とし
て、本稿では全国の栄養教諭を対象とした質問紙調
査を実施し、栄養教諭が行う職務の実態とその問題
点を全般に把握することを目的とする。
栄養教諭の職務等に関する先行研究には、学校栄
養職員への栄養教諭制度に対する意識調査???、小学
校教諭を対象とした栄養教諭の配置による影響の調
査???等がある。栄養教諭を対象とした調査は、栄養
教諭制度発足から間もないことや栄養教諭の配置が
各自治体による任意配置制度であることから、特定
地域の栄養教諭配置後の成果と課題に関する報告が
若干なされているだけである???。全国の栄養教諭自
身を対象として、栄養教諭の職務やそれを取り巻く
環境における問題点等を指摘した報告は管見では存
在しない。全国の栄養教諭に対し、現在抱える問題
点等を明らかにすることは、家庭科教諭との連携を
考えるうえで意義あることと思われる。本稿では、
栄養教諭の職務の内容に関する実態について、食に
関する指導を中心に明らかにする。
なお、新学習指導要領に「食育」が明記されたこ
とから、本稿において「食に関する教育」「食に関す
る指導」と「食育」を同義ととらえて使用する。
２．調査の概要
⑴ 調査方法
調査時（2007年 8月）に全国に配置された任用 1
年以上の栄養教諭 318名を対象として、2007年 10
月に質問紙調査を行った???。対象となる各栄養教諭
の本務校宛てに調査票を郵送し、調査対象者に回答
を記入してもらった上で調査票を返送してもらっ
た。回収数は 173部、有効回答率は 54％であった。
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⑵ 調査内容
「栄養教諭の職務内容に関する実態調査」という
題目で、以下のような質問項目からなる質問紙を作
成した。
1）児童生徒を取り巻く環境に関する 3項目
「①児童生徒に特に足りないと思う事柄」「②学校
において特に問題だと思う事柄」「③家庭において特
に問題だと思う事柄」の 3項目について、選択肢か
ら 3つ選んで回答してもらった。
2）栄養教諭の主な職務に関する 13項目
栄養教諭の職務内容については、2004（平成 16）
年中央教育審議会答申において、（1）食に関する指
導（2）学校給食の管理（3）食に関する指導と学校
給食の管理の一体的な展開と定められている。（2）
は、従来の学校栄養職員の職務内容と重なり、（3）
の職務内容は（1）と（2）の一体的な展開であるた
め、栄養教諭独自の具体的な職務内容と考えられる
（1）に着目した。
ここから、「①児童生徒に対する個別的な相談指
導」「②保護者に対する個別指導」「③食物アレルギー
のある児童生徒に対する原因食物の除去や献立の作
成」「④給食の時間における指導」「⑤教科・特別活
動の時間における教育指導」「⑥委員会・クラブ活動
における指導」「⑦食に関する教材や資料の作成」「⑧
児童生徒の実態把握（他の教員との連携）」「⑨年間
指導計画の策定への参画」「⑩研究授業の実施」「?
校内研修への参加」「?給食主任等校務分掌の担当」
「?学校給食の管理」の 13項目を選定し（表 1）、「と
ても重要」～「まったく重要でない」の 4件法でたず
ねた。
3）教育指導に関する 4項目
「①教科・特別活動等における教育指導を実施し
た経験の有無」「②教育指導を実施した教科名」「③
教育指導を実施した形態」「④ティームティーチング
栄養教諭の職務に関する実態調査
表１ 栄養教諭の職務内容と質問紙における主な職務に関する質問 13項目
区 分 具 体 的 内 容 質問番号
児童生徒への個別
的な相談指導
・偏食傾向、強い痩身願望、肥満傾向、食物アレルギーおよびスポーツを行う児童生徒に対する個別指
導
・保護者に対する個別相談
・主治医・学校・病院の管理栄養士等との連携調整
・アレルギーやその他の疾病を持つ児童生徒用の献立作成および料理教室の実施
①
②
③
⑴
食
に
関
す
る
指
導
児童生徒への教科
・特別活動等にお
ける教育指導
・学級活動および給食時間における指導
・教科および総合的な学習の時間における学級担任や教科担任と連携した指導
・給食放送指導、配膳指導、後片付け指導
・児童生徒集会、委員会活動、クラブ活動における指導
・指導案作成、教材・資料作成
④
⑤
⑥
⑦
【校内における連携調整】
・児童生徒の食生活の実態把握 ⑧
・食に関する指導（給食指導を含む）年間指導計画策定への参画 ⑨
・学級担任、養護教諭等との連携・調整食に関する指導の
連携・調整 ・研究授業の企画立案、校内研究への参加 ⑩、?・給食主任等校務分掌の担当、教員会議への出席 ?
【家庭・地域との連携・調整】
・給食だよりの発行
・試食会、親子料理教室、招待給食の企画立案、実施
給食基本計画への
参画 ・学校給食の基本計画の策定、学校給食委員会への参画 ?
栄養管理 ・栄養所要量および食品構成に配慮した献立作成、献立会議への参画・運営・食事状況調査、嗜好調査、残食量調査等の実施
・作業工程表の作成および作業動線図の作成・確認
・物資検収、水質検査、温度チェック・記録の確認
⑵
学
校
給
食
管
理
衛生管理 ・調理員の健康観察、チェックリスト記入
・「学校給食衛星管理の規準」の定める衛生管理責任者としての業務
・学校保健委員会への参画
検食・保存食等 ・給食、保存食の採取、管理、記録
調理指導その他
・調理および配食に関する指導
・物資選定委員会への出席、食品購入に関する事務、在庫確認、整理、産地別使用量の記録
・諸帳簿の記入、作成
・施設・設備の維持管理
出典）日本家庭科教育学会編『家庭科からひろがる食の学び』ドメス出版、2005年、76頁。
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（以下 TTと略記）による教育指導実施時の共同授
業者」の 4項目について、直接回答してもらった。
4）本務校の職場環境に関する 6項目
「①本務校の職員室での座席の有無」「②職員会議
出席の重要度と出席頻度」「③他の教員と話す頻度」
「④個別相談指導をする場所の有無」「⑤校務分掌の
位置づけの有無とその職務」「⑥学校行事への参加頻
度」の 6項目について、①、④、⑤は「ある」「ない」
の 2件法で、②、③、⑥は「よく参加（とても重要）」
～「まったく参加しない（まったく重要でない）」の
4件法でたずねた。
5）周囲の理解度に関する 4項目
「①児童生徒」「②他の教員」「③保護者」「④地域
の人々」の 4項目について、「まったく理解していな
い」～「十分に理解している」の 4件法でたずねた。
6）学校栄養職員と栄養教諭の職務に対する認識の
変化に関する 7項目
「①責任が重くなった」「②多忙になった」「③児
童生徒とかかわる機会が増えた」「④やりがいが増し
た」「⑤能力がより発揮できるようになった」「⑥地
域に貢献しやすくなった」「⑦食育に力を入れられる
ようになった」以上 7項目について「そう思う」～「そ
う思わない」の 4件法でたずねた。
7）自由記述
栄養教諭が働く環境や制度等について考えている
ことを自由に記述してもらった。
⑶ 統計処理
データ解析には、統計ソフト SPSS for Windows
 
11.5Jを使用した。各質問項目に対する回答を集計
し、それぞれの質問項目間の関連性には必要に応じ
てカイ二乗検定を行った。
⑷ 回答者の基本属性
回答者の総人数は 173名、うち女性 98％（169名）、
男性 1％（2名）で圧倒的多数が女性である。年齢は
50歳以上が 46％（80名）と最も多く、40歳代 31％
（53名）、30歳代 23％（39名）、20歳代 3％（5名）
である。
取得している栄養教諭免許状の種類は、一種免許
状が 70％（121名）、二種免許状が 30％（51名）で
ある。学校栄養職員としての勤務年数は 20年以上の
者が 71％（122名）とベテランが多い。栄養教諭と
しての勤務年数は 83％（143名）が 1年以上 2年未
満である。
勤務する地域は、九州地方が 25％（44名）と最も
多く、近畿地方 19％（32名）、北信越地方 16％（28
名）の順である。都道府県別でみると、地域と対応
するように鹿児島県 19％（33名）と最も多く、京都
府（京都市を含む）14％（24名）、福井県 13％（23
名）の順である。
勤務する調理場の形態、給食数は（表 2）、（表 3）
に示すとおりである。本務校の学校種別は小学校配
置の者が 72％（125名）を占め、食に関する年間指
導計画の策定は 91％（158名）において行われてい
る。また、兼務校がある者は 51％（88名）であり、
このうち、兼務校が 1校の者が 28％（25名）、次ぐ
2校の者が 22％（19名）と、合わせて約半数の者が
1校から 2校の兼務状況である。さらに、5校以上を
兼務する者が 19％（17名）である。
表２ 勤務する調理場の形態（単位：％)
調 理 場
単 独 調 理 場 67
共 同 調 理 場 31
無 回 答 2
合 計 100
（人数） (173)
表３ 勤務する調理場の給食数（単位：％)
給 食 数
0～ 499食 39
 
500～ 999食 38
 
1000～1999食 13
 
2000食～ 9
無回答 1
合 計 100
（人数） (173)
156 小 林 陽 子・岸 田 佳那子
３ 結果および考察
⑴ 栄養教諭の主な職務に対する重要度と実践度
（個別的な相談指導）
主な職務に対する重要度と実践度についてみてみ
ると、栄養教諭の職務の重要度では、13項目中すべ
ての項目で「（とても）重要である」と考える者が
80％を超えた（図 1）。一方実践度では、「十分にして
いる」と「おおむねしている」の合計が 90％を超え
た職務は、学校栄養職員時代から行ってきた「?学
校給食の管理」のみであった。80％を超える職務も
「④給食の時間における指導」「⑦食に関する教材や
資料作成」「⑧児童生徒の実態把握」「⑨年間指導計
画策定への参画」の 4項目にとどまった（図 2）。
「重要」かつ「実践している」と回答した者が多
かった職務は、「?学校給食の管理」、「⑨年間指導計
画策定への参画」、「③食物アレルギーへの対応」等
であった。?は学校栄養職員時代からの職務でもあ
るため、非常に重要視されており実践度も高い。⑨
は本調査の 90％を超える学校で、年間指導計画の策
定がなされていたこととの関連が考えられ、③は食
物アレルギーのある児童生徒にとって、アレルギー
の原因となる食物を摂取することは場合によっては
命に関わる問題であり、除去食や代替食等の対応は
必ず実施されるべきものであることが一般化されて
いると考えられる。
「重要」だが「実践をあまり（まったく）してい
ない」と回答した者が比較的多くみられた職務は、
「①児童生徒への個別相談指導」、「②保護者への個
別相談」であった。①の対象がすべての児童生徒で
はないことも実践度が低くなっている一因であると
考えられる。しかしながら、「個別相談指導」「個別
相談」はともに、「個別相談（指導）をする場所があ
る」学校ほど実践率が高く、有意な差がみられた（図
3）。具体的な相談場所として、保健室や教育相談室
または図書館や家庭科室のような特別教室があげら
れた。また、専用の個別相談指導等の部屋があると
回答した者はわずか 2名だった。養護教諭にとって
の保健室のような部屋の設置が理想的であり、今後、
さらに個別相談（指導）の実践率を高めるためには、
個別相談にふさわしい環境整備が必要であると言え
よう。
図１ 栄養教諭の主な職務に対する重要度
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自由記述では以下のような意見がみられた。
在籍が小学校であっても、勤務は毎日が共同調理場で
あり、労働環境は学校栄養職員のときと変わらない。忙
しく小学校に行くこともほとんどなく（中略）個別相談
等が求められているが、本務校の児童さえ十分にわから
ない上、保護者と連絡調整等まったく面識もない。その
ような指導は共同調理場ではしにくい。
（共同調理場勤務・兼務校なし・40代）
本校では、今年度から児童数の増加のため、ランチ
ルームがなくなってしまいました。授業は各教室や家庭
科室等で行えますが、教材を作成したり、児童のノート
等を置く場所がなくて不自由な思いをしています。ま
た、ランチルームとは別に、肥満指導や痩身傾向の児童
への指導の部屋の整備も重要だと思います。
（単独調理場勤務、兼務校なし・50代）
栄養教諭としての資質をもっと生かすには時間的に
も能力の限界を感じている。（中略）思いばかりが先行
し、実際には学校給食管理に時間がとられ、余裕のない
日々を過ごしている。
（単独調理場勤務、兼務校なし・50代）
児童生徒への個別的な相談指導の重要度と実践度
の差が生じる大きな要因は、環境整備が不十分であ
るだけではなく、職務の多忙さも示唆された。食に
関する指導のうち最も注目されている個別的な相談
指導ではあるけれども、環境整備や職務の効率化を
進めたうえで、養護教諭や担任との連携の下に支援
図２ 栄養教諭の主な職務に対する実践度
図３ 個別指導の実践度と場所の有無
＊＊ p＜0.01
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していく必要があると思われる。
⑵ 教科・特別活動等における教育指導
教科・特別活動等における教育指導の実施経験に
ついて、「ある」と回答した者は 99％（171名）であっ
た。教育指導の実施経験のない 2名は、ともに特別
支援学校かつ単独調理場に勤務する栄養教諭であっ
た。
各教科等における教育指導の実地経験人数の割合
と（図 4）、その指導形態や TTの実施経験ありと回
答した者については、その共同授業者が誰であるか
を複数回答でたずねたものが（表 4）である。教育指
導の実施経験者がもっとも多いのは特別活動
（93％）、次いで家庭科（90％）、総合的な学習の時
間（79％）であった。共同授業者については、すべ
ての教科等において担任がもっとも多かったが、家
庭科については、担任と家庭科教諭がほぼ同数で
あった。なお本調査の 72％の栄養教諭は小学校配置
であるけれども、本調査では栄養教諭の本務校や兼
務校の家庭科教諭が専科であるのか学級担任である
のかをたずねることはできなかった。この点に関し
ては今後明らかにしていかなければならない。「ゲス
トティーチャー」としてあげられていたのは、農業
や漁業に携わる地域の方や学校医、地域の栄養士等
であった。
食に関する教育を中心的に担ってきた家庭科は、
食育に直接的に関係する教科であり栄養教諭が食に
関する指導を行う際に、もっとも連携しやすい教科
と考えられる。しかし、特別活動や総合的な学習の
時間における実施経験数と大差なかった。また、特
別活動や総合的な学習の時間における栄養教諭の共
同授業者となるのは、担任や養護教諭であって、家
庭科教諭が家庭科以外の時間で、栄養教諭の共同授
業者となることはほとんどなかった。
教科・特別活動等における教育指導について、自
由記述では以下のような意見がみられた。
食育に力を入れてもらって、また、授業をする機会を
与えてもらって大変ありがたい。子どもたちも顔を覚え
てもらい「栄養の話」「食べ物の話」「食の話」なら○○
先生と言ってもらえて毎日忙しいが充実している。た
だ、栄養教諭が授業をするとき、いつも研究授業なみに
資料をそろえ、指導案を書き、大変です。
（共同調理場勤務・兼務校 1校・50代）
食に関する指導について、地域や家庭等に食育をすす
めることについては、意欲的にできるが、食に関する授
業について指導案を指導することまで要求されること
は、非常に負担が大きい。指導案は自分のやるべきとこ
ろを作成するのに精一杯で、教科によってねらい等や単
元計画等の書き方も違うので、能力以上のことを求めら
れていると思う。
（単独調理場勤務・兼務校なし・50代）
授業に関しては経験が不足しており、積極的に授業を
させて欲しいと言えないところがある。
（単独調理場勤務・兼務校なし・40代）
図４ 栄養教諭の各教科等における教育指導の実地経験
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栄養教諭としての資質の問題（短期に単位取得のため
の講習のみ）、学校へ行き教育実習を受け、学校の状況を
知ることも大事と思われる。学校の食に関する指導も、
まだまだ理解されておらず、体制も整っていないのが現
状。とにかく学校は忙しい。
（共同調理場勤務・兼務校なし・50代）
本調査の対象となった栄養教諭は、認定講習を受
けて単位を修得することで栄養教諭免許状を取得し
た者ばかりである。この方法は学校栄養職員として
の勤務年数と認定講習の受講が条件であり、必ずし
も学校における指導経験者ばかりが栄養教諭になっ
たわけではない。こうした経験不足から、学校にお
ける指導を不安視する声があった。兵庫県で任用さ
れた栄養教諭を対象とした調査においても、指導法
や授業実践力に自信がなく、これらに関する研修を
90％近くの栄養教諭が希望していることが明らかに
なっており???、本調査においてもその必要性は示唆
された。
⑶ 食に関する指導の連携・調整
１）勤務環境と職務の実践度
栄養教諭の職務の実践度とその環境要因を理解す
るため、勤務環境と 13項目の職務の実践度について
関連を調べた。
調理場の形態（単独・共同）と職務の実践度の関
連をみてみたところ、5項目に有意な差がみられた。
③食物アレルギーのある児童生徒への対応（p＜
0.01）、⑥委員会・クラブ活動における指導（p＜0.
01）、?校内研修への参加（p＜0.001）、?給食主任な
ど校務分掌の担当（p＜0.01）、⑧児童生徒の実態把握
（p＜0.05）であった。いずれも単独調理場に勤務す
る者のほうが高い実践度を示した。
奈良県における栄養職員（教諭）の勤務場所と食
育実践の有無を報告した鈴木氏によれば、勤務場所
による教育指導に有意な差は認められなかった???。
本調査においても同様で、④給食の時間における指
導や⑤教科等における教育指導、⑦食に関する教材
や資料作成等、児童生徒への教科・特別活動等にお
ける教育指導には有意差はみられず、単独・共同調
理場ともに高い実践度を示した。けれども、③のア
レルギーのような個人対応になるものや、⑥委員
会・クラブ活動における指導、⑧児童生徒の実態把
握、?校内研修への参加、?校務分掌の担当のよう
な学校内における連携・調整や他の教員や子どもと
深く関わる職務には、共同調理場勤務では十分に行
えないことが明らかになった。
自由記述では以下のような意見がみられた。
中学校に籍があり、共同調理場に勤務しています。他
に 5つの小学校へも指導に出向いているのと給食管理
でいっぱいいっぱいで、中学校には週 1回職員室に顔を
出すことしかできていません。中学校に常駐して教育活
動にどんどん参加していけば、生徒の実態もよくわか
り、関わりもでき、指導に活かすことができると思うの
ですが、そうすると給食管理はおろそかになると考えて
表４ 栄養教諭の教育指導における指導形態とその共同授業者（単位：％)
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います。 （共同調理場勤務・兼務校 5校・40代）
共同調理場勤務であるので、本務校があるといえど、
形式としては受配校全部の学校を平等に指導するかた
ちになっている。ですので、子どもと個別に重点的に関
わったり、毎日の子どもの様子をこと細かに知ることは
できない。広くまんべんにという流れでいます。一番、
この勤務形態で困っているのは、教育全般に関する流れ
が全くわからないということ、学校の職員会や研修に出
ないので、単独校にいる時はいろいろな情報が入ってき
て、勉強させてもらうことも多かったが、今はまったく
給食のみという状況で、その格差をすごく感じる。どこ
の学校に行っても外からの一部にしかなれない。ただ、
町に一つのセンターなので、広いところと関係を持たせ
てもらえるのはよい。
（共同調理場勤務・兼務校 5校・40代）
共同調理場勤務のため、朝は職場へ、昼は給食時間の
指導に、夕方は研修会や打ち合わせにと 1日 3往復、片
道 15分だが毎日となると疲れる。
（共同調理場勤務・兼務校 1校・50代）
共同調理場が単独調理場に比べて職務を十分に行
えないのは、複数の受配校をもつことや、本務校と
の距離、また共同調理場に勤務する者では兼務校の
ある者が有意に多いこと等に要因があると推察でき
る。
２）他教員の関わりと職務に対する認識の変化
栄養教諭の職務について、その意義や役割を周囲
の人々はどれだけ理解していると考えているかを、
児童生徒、他の教員、保護者、地域の人々について
みてみると、栄養教諭自身による判断ではあるけれ
ども、「十分に理解している」と考える者が多い順に、
他の教員 24％（41名）、児童生徒 6％（10名）、保護
者 4％（6名）、地域の人々 2％（3名）であった。
学校において最も接する時間が長い教員でも、栄養
教諭の職務を「十分に理解している」と考える者は
4人に 1人程度であった。学校における栄養教諭の
位置づけが確立されていないことがその一因と考え
られる。
例えば、職員室に栄養教諭の座席がない本務校が
6％（10校）あり、職員会議のメンバーではない栄養
教諭も若干ながらいた。これらの学校においては、
教員としての栄養教諭の立場が確立されていないと
言える。また栄養教諭が会議のメンバーでないこと
や、その他の理由も含めて、職員会議に「たまにし
か出席しない」や「まったく出席しない」が 9％（14
名）あった。これは主に共同調理場に勤務する栄養
教諭である。栄養教諭は積極的に他の教員との関わ
りを求める必要がある。しかし一方で、調理場での
職務や時間的な要因から、出席したくても出席でき
ない状況にある者もいることに留意したい。
次に他の教員と食に関する指導等について話す頻
度に関してみていきたい。先に示したとおり、本項
目においては、「よくする」「たまにする」「あまりし
ない」「まったくしない」の 4件法でたずねた。その
結果、「よくする」「たまにする」と回答した者が、
それぞれ 63％（109名）、32％（56名）であり、「まっ
たくしない」と回答した者はわずか 0.6％（1名）で
あった。そこで、63％の「よくする」群と「たまに
する」「あまりしない」「まったくしない」をあわせ
た 37％の「あまりしない」群の 2群に分けて、学校
栄養職員と栄養教諭の職務に対する認識の変化に関
する 7項目との関連を調べた。
その結果、「児童生徒と関わる機会が増えた」「や
りがいが増した」「能力がより発揮できるようになっ
た」の 3項目において、他教員と関わる頻度との間
に有意な差がみられた（p＜0.01）。また、「地域に貢
献しやすくなった」「食育に力を入れられるように
なった」においても、他教員と話を「よくする」者
ほど、そう感じている者が多い傾向にあった（p＜
0.05）。他の教員との関わりが多い者ほど、職務に対
して肯定的な認識をもっていることがわかった。
４．まとめと今後の課題
本稿では、食育の充実のために家庭科教諭と栄養
教諭の連携がいかに行われるべきかを考察する基礎
的段階として、全国に配置された任用 1年以上の栄
養教諭 318名を対象としたアンケート調査を実施
し、栄養教諭が行う職務の実態とその問題点につい
て考察した。
その結果、以下の点が明らかになった。
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(1)栄養教諭の主な職務について「重要」かつ「実
践している」と回答した者が多かったが、「児童
生徒への個別相談指導」「保護者への個別相談」
では、「重要」だが、「実践をあまり（まったく）
していない」と回答した者が多くみられた。こ
れらの項目はともに「個別相談（指導）をする
場所がある」学校では「実践している」者が多
く有意な差がみられた。また職務の多忙さから、
個別相談（指導）をする余裕がないことも示唆
された。
(2)栄養教諭の教科・特別活動等における教育指導
については、ほぼ全員が実施経験をもっており
特別活動や家庭科、総合的な学習の時間に多く
経験していた。特別活動や総合的な学習の時間
に家庭科教諭が栄養教諭と共同授業者となるこ
とはほとんどなく、家庭科教諭が学校全体の食
育に関わっていないことが示唆された。また、
多くの栄養教諭が授業実践力に不安を抱いてい
ることがわかった。
(3)勤務形態と職務の実践度について関連を調べた
結果、調理場の形態（単独・共同）と職務の実
践度との間に有意な差がみられ、単独調理場に
勤務する者の方が高い実践度を示した。
(4)他の教員との関わりが多い栄養教諭ほど、職務
に対して肯定的な認識をもっていることがわ
かった。
栄養教諭の職務の実態は、現状において十分とは
いえない状況にあり、勤務形態や労働環境等、職務
を取り巻く環境に問題があることが明らかになっ
た。今後の課題としてあげあれるのは、こうした問
題点を解決し得るような家庭科教諭との連携であ
る。この点については、また稿をあらためて論じる
ことにしたい。
注
1)学校教育法第 37条 13項。
2)内閣府編『食育白書 平成 21年版』2009年、65頁。
3)文部科学省『食生活学習教材（小学校低・中・高学年指
導者用）食生活を考えよう』2002年、『食生活学習教材（中
学生指導者用）食生活を考えよう』2002年、『食に関する指
導の手引き』2007年。
4)例えば、平成 18年度の（社）全国学校栄養士協議会の作
成した『自主研修で演習した指導案 中学校編 技術・家
庭科（家庭分野） 保健体育科（保健編） 特別活動（学
級活動）』には、家庭分野の指導案が 13例、平成 19年度の
同協議会の作成した『自主研修で演習した指導案 小学校
編 家庭科 体育科（保健領域） 特別活動』には、家庭
科の指導案が 15例掲載されている。また、「はじめに」で
は「自主研修の主力は授業の演習です。参加者を児童・生
徒に見立てて、学級で行う授業と同じ状態で行う演習は、
いずれも迫力があります。それは栄養教諭として、教員と
同じレベルで授業をしなければいけないという授業者の意
気込みがあるからです。栄養教諭の行う授業の特質は、題
材の展開に、その学級の実態（数値で表す）を指導教材と
するところにあります。そのため、授業の評価は、学級の
実態の変容をみることができます」とある。この文章の示
すとおりに、すべての指導案において、「学級の実態」を数
値化して示してある。この数値化こそが栄養教諭の授業の
特性と言っている。
5)例えば日本家庭科教育学会は、2001年 5月に発足した
「食に関する指導の充実のための調査研究協力者会議」で
検討されていた、栄養教諭（仮称）の創設について、文部
科学大臣、スポーツ少年局、初等中等教育局に対して要望
書を提出した。また 2003年には注 6）にあげた要望書を中
教審に提出した。その他に以下のものがあげられる。川上
雅子「家庭科の新たなる課題―『食育』の台頭と栄養教諭制
度をめぐって」『家庭科通信』2004年、大修館書店（http://
www.taishukan.co.jp/kougi/【2009年 8月 25日現在】）、日
本家庭科教育学会編『家庭科からひろがる食の学び』ドメ
ス出版、2005年、石井克枝「家庭科と栄養教諭の連携を考
える特別委員会報告」『平成 17年度日本教育大学協会 全
国家庭科部門大会報告書』2005年、25-32頁。
6)鶴田敦子「栄養教諭創設（案）の経緯から懸念されるこ
と」『家庭科教育』2004年、78(3）、6-10頁。
7)川越有見子「栄養教諭制度の創設課程に関する考察―審
議経過を中心に」『東北大学大学院教育学研究科研究年報』
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連携授業における課題の一考察」『女子栄養大学紀要』2008
年、39、81-91頁。
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関する考察―福井県、京都市、札幌市、南国市の実態調査
を通して」『東北大学大学院教育学研究科研究年報』2008
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15)調査時（2007年 8月）に全国に配置された任用 1年以上
の栄養教諭は 375名であった。本調査は小学校・中学校・
特別支援学校における調査を目的としているため、各都道
府県の教育委員会や事務局等に配置された本務校をもたな
い栄養教諭 10名、さらに調査期間中に休職していた 1名、
すでに退職した 4名をあわせた 15名は調査の対象外とし
た。また全国の都道府県教育委員会等の栄養教諭担当者に
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付記
本研究の調査を行うにあたり、全国の栄養教諭の先生方に
ご協力いただきました。また、本小論を作成するにあたり、
鳥取大学教授山根俊喜先生、鳥取大学附属小学校栄養教諭下
坂なつえ先生にご指導いただきました。記して謝意を表しま
す。
本研究の一部を、平成 20年 8月に開催された日本家庭科教
育学会中国地区会において発表しました。
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